


 

 

監査対象部課 市民協働部いきがい学習課 

監査の結果 講じた措置及び対応状況 

① 松原市民図書館管理運営規則第３６条

では、指定管理者の指定手続に必要な書類

の中で、『役員の住所、氏名、フリガナ、

生年月日及び性別を記載した書類』の提出

を定めており、同規則第３８条では、提出

した書類に変更が生じたときは、変更事項

を記載した書類を提出するよう定めてい

る。 

しかし、令和４年４月２７日付で指定管

理者の代表取締役社長が変更となった際、

新しい役員の氏名一覧だけを受理してお

り、変更箇所についての書類の受理がされ

ていない。指定管理者に関する手続きにつ

いては、規則等を必ず確認し、適切に処理

するよう事務の改善を求める。 

令和６年 1 月の指定管理者との定例報告

会において、提出すべき資料に不足があっ

たことを報告し、規則等の内容を確認し、

互いに漏れがないよう進めていくことを確

認しました。指定管理者の代表取締役社長

の変更に係る書類は、令和６年２月１日付

けで提出され、受理しました。 

② 『会計事務の手引き』では、『前金払

を行う場合は、起案等にその根拠を明記す

ること』とある。 

しかし、ふるさとぴあプラザの土地の借

上料において前金払で支出するにあたり、

起案に添付している契約書の写しには根拠

が記載されているが、起案そのものや、支

出命令票等には根拠が示されていなかっ

た。会計処理に際しては、規則やガイドラ

インに準拠した事務処理を行うよう求め

る。 

今後は、起案文書及び支出命令書に、前

金払で支出する根拠を明記するとともに、

会計処理につきましては、規則等を熟知し、

適切な事務処理の徹底に努めて参ります。 

③ 「特別職の職員で非常勤のものの報酬

及び費用弁償に関する条例」では、執行機

関の附属機関の委員その他の構成員につい

ては、報酬の支払いは日額と規定されてい

る。 

しかし、スポーツ推進委員の報酬につい

て、月単位で支払う旨、起案及び支出命令

票に記載されている。 

また、条例の規定はないが、心のゆとり

教室など生涯学習事業における講師謝礼に

スポーツ推進委員の報酬については、日

額算定での支払いではあるものの、月１回

の定例会の出席に対する報酬であるため、

月単位で支払うと表記しておりました。今

後は根拠条例の規定を踏まえ、起案及び支

出命令票に日額算定で支払う旨を表記する

よう改めます。 

また、講師謝礼については、これまでは

本市の「講師謝礼基準表」により、拘束時間

２時間から３時間までにつき７，５００円



 

 

ついて、教室ごとに単価が異なるもの（下

記参照）が見受けられた。 

今後、講師依頼の際に、金額・時間・回

数などについて、講師と協議を行った上で

承諾書を徴取した後、報酬等の支払いの意

思決定を行い、事業を進められたい。 

なお、意思決定の際には、月額・日額・

回数など支給根拠を必ず起案等に記載して

おくよう事務の改善を求める。 

（生涯学習事業における講師謝礼の一例） 

・心のゆとり教室  

１５，０００円×６回 

・こどもコーラス教室  

７，５００円×１２ヵ月 

・親子けん玉教室  

７，５００円×２２回 

として、各事業の講師の拘束時間に応じた

謝礼の額を算出していたところ、今後は、

当該本市の基準表に基づき、事業内容ごと

に月額、日額、回数など支給する根拠を記

載した当課の基準表を作成し、当課の基準

表に基づき、講師と協議し、承諾を得て、金

額を決定するよう改善します。 

④ パソコン教室の講師謝礼について、コ

ロナ禍により、回数及び時間の見直しがさ

れたにもかかわらず、起案文書を従前の内

容のまま複写し作成したため、業務完了に

際して、時間、回数に齟齬が生じる結果と

なった。 

教室開催の総時間から見ると、支出した

金額の合計に誤りはないとのことであった

が、支出命令等の決裁の際に、起案文書を

再度確認していれば、内容の誤りに気づけ

たと考えられる。今後は、同様の誤りが生

じないよう、課内で十分検証を行い、再発

防止に向けた取り組みを講じられたい。 

今後は、支出命令等の決裁の際に複数人

で起案文書等について確認するなど、課内

のチェック体制を整えて参ります。 

⑤ 松原南コミュニティセンター植木剪定

業務委託契約書など、複数の契約書におい

て条文の番号が飛んでいるなど、不整合が

ある箇所が散見された。今回については、

契約内容に影響を与える誤りではなかった

が、内容によっては、重大な影響を与える

可能性もある。そのため契約書作成におい

ては、必ず複数人で確認を行うなど、誤り

の防止策を講じるよう改善されたい。 

今後は、契約書作成の際には、複数人で

内容を確認するなど、課内のチェック体制

を整えて参ります。 
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